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「横浜断層による地震」の断層モデル設定の概要
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更なる不確かさを考慮したモデル

狭隘な速度構造の高まりの
成因をテクトニックなもの
と仮定し，活断層を伴わな
い規模の地震を陸奥湾側に
想定。

下北半島の特徴等を踏まえ．
傾斜角60度の断層を想定。

距離の保守性 応力降下量・短周期レベルの保守性

中越沖地震の知見（ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの応力降下量を1.5倍）を反映する。

考慮しない
・傾斜角を高角にする
と敷地への距離が近
くなるが，地震調査
研究推進本部(2020)
では傾斜角に関する
調査結果がある場合
はその角度を，不明
の場合は45度を採用
するとしており，調
査結果（60度）より
も高角なケースは想
定しない。

横浜断層の調査結果反映

地震発生層を飽和する地震規模から断層長さを設定（L=27.0km）。

※１：アスペリティの短周期レベル。地質調査モデルを基準（1.0倍）として表記。

下北半島の特徴反映

「横浜断層による地震」の地震動評価に当たっては，以下を考慮することによって十分な保守性を確保する。
 地質調査結果に基づく西傾斜の地震にあらかじめ地震発生層を飽和する地震規模を考慮したモデル（①地質調査に基づくモデル）に加え，不確かさとして，下北半島東部の地質構造上の特徴（中軸部の

狭隘な速度構造の高まり）から陸奥湾側に想定される東傾斜の規模の小さい地震を横浜断層の位置に近づけ，活断層を伴わない地震の範囲内で規模の保守性を確保したモデル（②下北半島の地質構造上
の特徴に基づくモデル）と地震発生層を飽和する地震規模を考慮したモデル〔 ③下北半島の地質構造上の特徴に基づくモデル（更なる規模の保守性考慮）〕の２つのモデルを設定する。

 さらに，設定した３つのモデルそれぞれに対し，ガイド等によって要求される不確かさ（アスペリティの応力降下量等）を反映する。
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反映済み
傾斜角を低角にすると
敷地への距離が近くな
るが，既に距離の保守
性は横浜断層の位置に
近づけることで考慮し
ている。

わずかでも地表に活断層が現れた場合の震源断層長さ（地表に活断
層が現れない上限の規模）を設定（L=20.0km）。

東通原子力発電所

L=20.0㎞

：アスペリティ

1.0⊿σ，1.19Aa※1

東通原子力発電所

横浜断層（地表）

60°▽地震発生層上限

W E

東通原子力発電所

横浜断層（地表）

60°

速度構造の高まり

地表に現れ
ない規模

▽地震発生層上限

W E

②

下
北
半
島
の
地
質
構
造
上
の
特
徴
に
基
づ
く
モ
デ
ル

中越沖地震の知見（ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの応力降下量を1.5倍）を反映する。
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傾斜角を低角にすると
敷地への距離が近くな
るが，既に距離の保守
性は横浜断層の位置に
近づけることで考慮し
ている。

地震発生層を飽和する地震規模から断層長さを設定（L=27.0km）。
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東傾斜の断層は，位置的には横
浜断層（西傾斜）と共役とみな
せることから，地震規模を活断
層を伴う規模まで拡張。
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地表に活断層を伴わない地震の評価であるため中越沖地震の1.5倍
は反映しないが，L=20kmを固定していることから，断層傾斜角を低
角にすることによる断層面積増分影響（ｹｰｽ2-1に対し短周期ﾚﾍﾞﾙで
約1.14倍）を反映する。結果的に距離が近づく効果も反映される。
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不確かさケース〔ケース１－２（西傾斜・応力降下量）〕

不確かさケース（ケース２－２〔東傾斜・短周期レベル(面積)〕）

不確かさケース〔ケース３－１（東傾斜・規模）〕

不確かさケース〔ケース２－１（東傾斜）〕

基本ケース（ケース１－１）（西傾斜）

不確かさケース〔ケース３－２（東傾斜・規模・応力降下量）〕


